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1．はじめに 
 半導体や液晶製造環境では、分子レベルの 
化学汚染が顕著化している。最近では、基板表 
面に吸着した有機汚染物質によるゲート酸化膜 
の耐圧劣化や、レジスト斑、撥水、露光機内のレ 
ンズ・ミラーの曇りなどの製造工軽における影響 
が報告されている。 
 製造環境を支えるクリーンルーム技術におい 
ても、従来の粒子汚染制御から分子レベルの化 
学汚染制御に対する要求が高くなっており、低 
汚染性のクリーンルーム構成材料やガス除去フ 
ィルタの採用などが提案されている。一方で、生 
産コスト削減も必須の課題であり、このような機能 
の高度化もコストバランス,によって成立させなけ 
ればならない。従って、より効果的な化学汚染制・ 
御を行うには、製造現場で必要な制御レベルを 
見極めることが重要である。 
 本報は、有機汚染に関して、実稼動クリーン 
ルームでの実測を事例として、制御すべき汚染 
物質を絞り込むために、周辺環境に存在する有 
機成分と基盤（シリコンウエハ,ガラス）表面吸 
着特性の評価について述べる．また、化学汚染 
対策として、クリーンルーム構成材料の選定評 
価方法、ミニエンパイロメントなど局所清浄化技 
術に対するウエーハ表面レベルの評価について 
述べる． 
 
 
 
2・製造環境における化学汚染の発生源 
 製造環境における化学汚染の発生源は、表 1 
に示すように、①外気（大気汚染）、②製造装置 
（プロセス材料）、③オペレータ、④クリーンルー 
ムの構成材料などが考えられる。大気汚染は、 
立地環境の大気汚染のように広域的なもの以外 
にも、工場敷地内のスクラバー･ボイラーなどの 
排気ガスによる影響が大きい。また、製造装置の 
排気量が適正でない場合は、プロセスで使用す 
るガス・薬品がクリーンルーム内に拡散する。オ 
ペレータは、呼気以外にもゴム手袋などが汚染 
 
 
 
 
 
 

 
源になる場合もある｡クリーンルーム構成材料では、 
シール材の低分子環状シロキサン、塩ビ材の可塑 
剤に含まれるフタル酸エステル（DOP、DBP）、難 
燃剤の有機系燐化合物（TBP）などがクリーンルー 
ム環境に放置したウエーハ表面から検出され、重 

要な汚染物質として注目されている。 
 このように、製造環境における汚染物質の発生 
源は大変多く、それぞれの汚染寄与率を把握して、 
効果的な対策を図ることが必要である。 
 
3．化学汚染の評価 
 デバイス不良原因となる分子状汚染物質 
（Airborne Molecular Contaminants ; AMC） 
を、酸性ガス（Acids）、塩基性ガス（Bases）、凝縮 
性有機物質（Condensables）、ドーパント 
（Dopants）に分類する場合がある。特に、化学汚 
染の観点から扱う凝縮性有機物質は種類も多く、 
微量な分析技術が必要である。 
 化学汚染対策の目的は、歩留まりの向上であり、 
製品（ウエーハ、ガラス基板、HD など）の表面を

清浄な状態に維持することである。基盤の界面では、 
周辺環境の空気を媒体にして、化学汚染物質が 
表面に吸着し、場合によっては化学反応を起こす。 
有機物質の場合は、基盤表面を物理吸着作用に 
より汚染する場合が多い。吸着現象は、有機物質 
の分子量、蒸気圧、極性などの物性や、対象表面 

 

 



との吸着エネルギーーによって異なる。また、付着 
現象の理論モデルから、DOP はウェーハ表面 
に高い確率で吸着する物質として位置付けられ、 
低沸点分子を押し退けてまで吸着する。 
SEMATECH Technology Transf（＃95052821A－ 
TR）では、吸着現象を汚染物質の表面濃度と空 
間濃度から付着指数を示している。汚染レベル 
の評価は、空気濃度よりも表面濃度で評価する 
方が、制御方法の検討や効果を確認する上で、 
より現実的である。化学汚染を評価する場合、同 
じ汚染物質でも捕集・分析方法によって示される 
濃度が異なる場合が多い。特に、全有機化合物 
濃度は、換算に用いた標準物質を明記する必 
要がある。国内では、（社）日本空気清浄協会 
（JACA）が、「クリーンルームおよび関連する制 
御環境中における分子状汚染物質に関する空 
気清浄度の表記方法（案）」JACA No.36・2000 
で指針として示しており、ISO  TC/209  WG8 
（Molecular contamination classification）に 
も提案している。また、後述する構成材料の脱ガ 
ス量も、その方法や条件によって異なるため、同 
協会で、「クリーンルーム構成析料から発生する 
分子状汚染物質の測定方法指針（案）」JACA 
No．34－1999 を示し、データの共有化を図ってい 
る｡ 
4．ウエーハ、ガラス基板の表面汚染 
クリーンルームにおける有機汚染評価の事例 
として、実験用クリーンルームとデバイス製造環 
境において、酸・アルカリ洗浄後、220℃で 30 分 
加熱した 8 インチのシリコンウエーハとガラス基板 
を 24 時間放置し、基盤表面に吸着した有機成 
分を分析した結果について示す。放置した基盤 
は、昇温脱離装置(日本分析工業：SW-8）を用 
いて 220℃まで 30 分間、加熱脱離させ、 
TENAX・TA に捕集し、GC-MS（島津製作所： 
QP・5000）で分析した。また、基盤を放置した周 
辺のクリーンルーム環境の空気を TENAX・TA 
で捕集し、GC・MS で同様に分析した。1） 
 図 1 にクリーンルーム環境の気中有機成分、 
同 2 に放置したシリコンウエーハに吸着した有機 
成分のトータルイオンクロマトを示す。空気中に 
検出された成分に比べ、表面で検出される成分 
は少ない。ガラス基板も同様の傾向を示した。シ 
リコンウエーハ表面に吸着した有機成分を分子 
量順に並べると、空気中に存在する有機成分の 
うち、分子量 200 以上の成分は、高い確率で吸

着している。また、図 3 に示すようにシリコンウェー 

ハとガラス基板の吸着特性は、はぼ、同様の傾向 

を示している。－OH 基をもつ有機成分の吸着も多く、 

酸化膜を形成したシリコンウェレハとガラス基板の 

表面構造（―o－Si－0 一結合）が類似しているためだと考 

えられる。また、図 4 に示すデバイスの製造環境に 

放置したウエーハ表面では、プロセス材料を起因と 

する物質も検出されている。 

 このように、有機汚染物質を表面汚染から評価 

することは、無数に存在する有機物質から制御す 

べき物質を絞り込み、それぞれの吸着特性を把握 

することで、製造環境における制御レベルを決定 

するのに有効である。 

 

 

 



5．構成材料の脱ガス評価 

 一般的なクリーンルームの構成材料を表 2 に 

示す。床材として塩化ビニル製のシートを敷く場 

合があり、ここに含まれる可塑剤が問題となること 

がある。また、気密性を確保するために多量のシ 

ール材が使用される。HEPA フィルタにもウレタ 

ン接着剤やバインダーなどが使用されており、有 

機汚染の一因といわれている。 

 最近では、発生するガスを予め確認し、汚 

染性が少ない構成材料を選定するようになっ 

ている。クリーンルーム構成材料の脱ガス評 

価に関しては、前述した JACA の指針に方法 

が示してある。デシーケータを用いたダイナ 

ミックヘッドスペース法（流通法）によって、 

部材単位当たりの汚染ガス発生量を求め、使 

用数量や空調挨気条件から気中濃度を算出す 

る。しかし、発生量が微量な場合、80℃程度 

まで温度を上げて、加速的に発生量を評価す 

る場合が多い。また、実際のクリーンルーム 

環境下（23℃程度）の発生量を推定する方法 

も提案されている。 

 このような方法で求めた汚染物質の気中濃 

度からウエーハの汚染量を予測するには、 

各々の物質の表面吸着現象を把握していなけ 

ればならない。そこで、我々は、図 5 に示す 

ような脱ガス評愉試験装置を用いて、構成材 

料のガス発生量とウエーハ吸着量を求めた。 

試験した床材である長尺塩化ピニルシートに 

は、可塑剤として約 25％の DOP が含まれて 

いる。図 6 に示すように温度を上げると DOP 

発生量は指数関数的に上昇する。高い温度条 

件では、熱分解することがあるため、加熱条 

件は 50℃程度までが適当である。この時の 

DOP 付着量は、12．8ng／cm2・24h であった。 

 

 

 実稼動クリーンルームにおいて、床面に SUS 

製チヤンバーを被せて、N2 ガスを流し、発生す 

るガスを現場で直接採取した。この場合、チヤ 

ンバーに導入するガス量を吸引するガス量より 

若干多くすることで、周辺空気の混入を防くこ 

とができる｡このようにして求めた床面からの 

DOP 発生量は約 0.3μg／m2・h となり、クリー 

ンル－ム環境における全 DOP 発生量の約 6％ 

の汚染寄与率になると推定された。2） 

 

 

 

 



 6．局所清浄化 
  粒子汚染に対する環境の高度化に対して、省 
 エネの観点から清浄空間の局所化（ミニエンパイ 
 ロメント）が採用されている。ウェーハをボックスに 
 入れて搬送し、生産装置でボックスを自動開閉 
 するSMIFシステムによる生産ラインが構築され、 
 300mmウェーハの全自動搬送時代に向けての 
 FOUP（Front Opening Unified Pod）が実機 
として提案されている。しかし、分子レベルの化 

 学汚染対策としての評価は、不明な点も多い。 
 また、製造装置のローダ部やミニエンパイロメント 
 空間における化学汚染制御として、ケミカル除 
 去フィルタが採用されることがある。有機汚染物 
 質を除去するには、活性炭系のメディアにより物 
 理吸着機構を用いる場合が多い。 
  図7に示すような実験室にミニエンパイロメント 
 を碑成するクリーンルーム(ローカルクリーン化シ 
 ステム）を建設した。ウェーハの移載は、8インチ 
 SMIFシステムを用いて、ボックス（SMIF Pod） 
 を開閉後、装置ローダ部までを局所清浄空間 
 （ローカルクリーン化ゾーン：LCZ）として、ケミカ 
 ル除去フィルタにより化学汚染に対する制御を 
 行っている。 
  図8に各ゾーンに24時間放置したウエーハ表 
 面に吸着した全有機濃度（C20換算）を示す。ケ 
 ミカル除去フィルタを設置したLCZ内に放置し 
 たウエーハは、吸着量が0．5mg／cm2以下と周辺 
 環境に比べて清浄な状態を維持している。また、 
 SMIF Pod内に保管したウエーハ表面の汚染量 
 がLCZより多い。これは、ボックス内面に吸着し 
 た有機成分が脱離して汚染した影響によると考 
 えられる。このように、密閉されたボックスの洗浄 
 も局所清浄化の技術課題である。3） 
7．おわりに 
 製造環境に対する要求が高度化されるなか 
で、より効果的な化学汚染対策を検討するため 
に、制御対象物質を絞り込み、汚染寄与率の高 
い発生源から優先的に対策を図ることが重要で 
ある。このために、特に有機成分などの化学汚 
染は、クリーーンルームなどの周辺環境だけではな 
く、その環境下にある基板表面に吸着した成分 
を分析することが必要である。また、制御レベル 
を見極めるために、表面の汚染物質吸着量とデ 
バイス不良発生の影響が明確にされることを期 
待する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 


